
Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 1⾴３.５ 衛星リモートセンシング

2022年度⾃⼰評価Ⅲ．３．５ 衛星リモートセンシング A
アウトカム実績年度計画中⻑期計画

Ⅰ．1．5．Ⅲ．3．5
ーー防災・災害対策及び国⼟管理・海洋

観測、地球規模の気候変動の解明・対
策、産業基盤の維持向上、国際協⼒
等のため、関係府省と連携を取りつつリ
モートセンシング衛星の研究、開発、運
⽤を⾏う（開発中の衛星は宇宙基本計
画⼯程表に則ったスケジュールで打ち上げ
る）。具体的には以下を実施する。

衛星のデータ利⽤は社会に浸透・定着し
つつあり、安全保障分野を含めた幅広い分
野に利⽤が拡⼤していく状況を踏まえ、衛
星データを利⽤する官公庁や⺠間事業者、
地球観測に関する政府間会合（GEO）等
の政府による国際協⼒の取組、
SDGs の達成への取組等と連携し、研究開
発成果の橋渡しを進める。さらに、ユーザーの
新たなニーズを捉えたリモートセンシング衛星
の企画・⽴案、研究開発・実証、運⽤・利
⽤等を⾏い、感染症を含む社会における諸
課題に対応する。また、地球観測データ等の
継続的な確保等のため、産学官で推進する
衛星開発・実証プラットフォームに参加し、利
⽤ニーズ収集と技術開発についての検討並
びに国際協⼒を踏まえつつ、地球観測衛星
の後継機の検討を進め、さらに、我が国が
強みを有する合成開⼝レーダ、降⽔レーダ、
マイクロ波放射計等の技術については、基
幹的な衛星技術として継続的に⾼度化を
⽬指す。なお、⼈⼯衛星を使⽤した海洋状
況把握及び早期警戒機能等に関する取組
については、Ⅰ．１．２項において計画を
定める。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 2⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
災害時等における衛星による
緊急観測等を着実に実施する
ことにより、災害時の状況把握、
衛星の利⽤拡⼤等に寄与して
いる。

豪⾬（台⾵、夏季⻑期線状降⽔帯等）を含
む災害対応のため、ALOS-2による緊急観測、
並びに搭載SARの観測データ及び陸域観測技
術衛星(ALOS)アーカイブデータの提供を継続的
に実施し、提供した画像データは各防災機関に
おける災害対応に活⽤された（例. 2022年7,8
⽉の豪⾬では東北・北陸地⽅で、9⽉の台⾵14
号15号では九州・中国・四国地⽅・静岡県で、
国⼟交通省、林野庁からの要請により多くの
ALOS-2緊急観測を実施し、浸⽔域及び⼟砂
移動域を抽出した衛星画像を参考にヘリコプ
ターによる現地調査が⾏われた。提供した判別
衛星画像を⽤いた⾃治体での判別トレーニング
への利⽤などの活⽤もなされている。

⼟砂移動域解析⼿法の実証状況の事例に
ついては、8⽉上旬の東北地⽅の⼤⾬においては、
画像判別により10箇所の⼟砂移動を推定し、
適合10箇所となり、解析⼿法の精度が向上して
いる。

また、各防災機関等と連携した衛星プロダク
トのシステム間共有、衛星データの解析・判読技
術及びその⾃動化を含めた利⽤研究・実証を継
続的に実施しており、特に浸⽔災害の⾃動判別
化については実災害での評価を開始している。
ユーザシステムとの連携については、内閣府や国
交省の防災システムとの連携を実施。他⽅で省
庁（地⽅整備局）や⼀部の⾃治体ユーザでの
画像判別体制の構築準備の協定が締結される
など、全体的に社会実装の深化を⾒せている状
況。

防 災 機 関 等 の 要 求 に 基 づ き 、
ALOS-2 による緊急観測、並びに
ALOS-2 観測データ及び陸域観測
技術衛星（以下「ALOS」という。）
アーカイブデータの提供を⾏う。また、
防災機関等と連携して、防災・災害
対策における衛星データを⽤いた⼟
砂移動域の解析⼿法等の利⽤研
究・実証を実施し、ALOS-2 等の衛
星の利⽤促進を⾏う。

防災・災害対策などの安全・
安⼼な社会の実現への貢献とし
て、防災機関と連 携し、衛星に
より取得する地殻変動情報等
のデータについて、観測頻度・精
度・迅速性の向上等に取り組み
つつ、防災機関や⾃治体等へ
迅速かつ正確に提供す ることで、
避難勧告の発出等の減災に直
結する判断情報として広く普及
させる。また、海⾯⽔温、海氷
分布等の海洋観測や陸域、港
湾、⼟地被覆分類等のインフ ラ
維持管理等を含む国⼟管理の
観点においても、データ利⽤機関
と連携して先 進的な衛星データ
の利⽤研究・実証を進めること
で、衛星データ利⽤を促進する。
衛星データの提供に当たっては、
複数の衛星のデータの利⽤に即
した複合的な 形態とするととも
に、必要な情報を政府、⾃治体、
国際防災機関等に対して、ユ ー
ザー活動のタイムラインに沿った
現場が理解しやすい形で伝える
システムを構築する。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 3⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
トルコの国家レベルの防災機
関の加盟やネパールの国家レベ
ルの防災機関の加盟打診など、
センチネルアジアへの関⼼及び
認知度が⾼まり、アジア・太平
洋地域におけるプレゼンスが⾼
まっている。これらの活動が、
2023年2⽉のトルコ地震におけ
る発災直後からの観測要請や
その後の連携に繋がり、また同
災害へ⽀援する⽅々への情報
提供につながった。

セ ン チ ネ ル ア ジ ア 及 び 国 際 災 害
チ ャ ー タ の 緊 急 要 請 に 基 づ き 、
ALOS-2の緊急観測を実施し、それ
ぞれのプラットフォームに観測データを
提供した。特に、センチネルアジアに
おいては、事務局として災害対応の
全体をコーディネイトすることで現地
の防災機関に迅速にかつ効果的な
情報を提供した。さらに、センチネル
アジアのメンバ機関だけでなく、より
多くの機関に衛星画像より得られた
被害情報をWebサイトより提供する
だけでなく、その提供情報やアプリ
ケーションを⼯夫することで、2023年
2⽉のトルコ地震においては、20万
件以上のアクセスや国連機関による
情報の利⽤など、センチネルアジア
の枠を超えてより多くの⽅の活動を
⽀援することができた。

国際災害チャータの要請に対して、ALOS-
2 の観測データ及び ALOS のアーカイブデー
タを提供し、その活動に貢献する。また、セ
ンチネルアジアに加盟する機関の連携（過
去に発⽣した災害情報に係る閲覧システム
の開発等を実施）を深め、アジアの減災活
動の⽀援を強化する。

ALOS-2、ALOS-3 及び ALOS-4 等の防
災・災害対策分野での利便性を向上させ、
これらの衛星データを避難勧告の発出等の
減災に直結する判断情報として普及させる。
そのため、複数衛星のデータの利⽤に即した
複合的な形態とするなど、必要な情報を政
府、⾃治体、国際防災機関等に対して、
ユーザー活動のタイムラインに沿った現場が
理解しやすい形で伝えるべく、JAXA が開発
した防災インターフェースシステムと戦略的イ
ノベーション創造プログラム(SIP)で開発中の
ワンストップ被災状況分析情報共有システ
ムとの連携し、実災害対応を反映した機能
改善や連携先クラウドシステムに合わせた
対応等に取り組む。

（続き）
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 4⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
防災機関の災害対応の円滑
化・効率化等に寄与している。

災害時等の衛星観測について、要
請からデータ提供までをワンストップ
で円滑かつ効率的に対応する防災
インタフェースシステムの運⽤を継続
した。

また、戦略的イノベーション創造プ
ログラム(SIP)「国家レジリエンス(防
災・減災))の強化」を活⽤し、防災
インタフェースシステムをベースとした
衛星セレクターシステム（衛星を⽤
いた情報共有システム）の開発を
進めた（防災機関によるプロトタイ
プシステムの試⾏運⽤等も進⾏
中）。ここでは、迅速な観測の実施
及び⼤規模災害に期待される海外
宇宙機関の⼈⼯衛星を効率的に
活⽤するための機能を実装した。

ALOS-2、ALOS-3 及び ALOS-4 等の防
災・災害対策分野での利便性を向上させ、
これらの衛星データを避難勧告の発出等の
減災に直結する判断情報として普及させる。
そのため、複数衛星のデータの利⽤に即した
複合的な形態とするなど、必要な情報を政
府、⾃治体、国際防災機関等に対して、
ユーザー活動のタイムラインに沿った現場が
理解しやすい形で伝えるべく、JAXA が開発
した防災インターフェースシステムと戦略的イ
ノベーション創造プログラム(SIP)で開発中の
ワンストップ被災状況分析情報共有システ
ムとの連携し、実災害対応を反映した機能
改善や連携先クラウドシステムに合わせた
対応等に取り組む。

（続き）
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 5⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画

ALOS-2のアーカイブデー
タと他のデータの活⽤に
よる⺠間企業との連携
活 動 に より 、 農 地 パ ト
ロール業務での⾃治体で
の定常利⽤に向けた実
証を実現した（岐⾩県
下呂市）

国内の主要な気候モデ
ル開発機関・コミュニティ
との連携協⼒を実現し
た。

計画に基づき着実に実
施。

計画に基づき着実に実
施。

利⽤機関と連携した衛星データの利⽤研
究・実証を実施した。主な具体例は以下の
とおり。
2023年2⽉に発⽣したフィリピン起きタンカー
沈没油流出事故に関し、国際緊急援助隊
に参加した海上保安庁に対して、ALOS-2
等衛星観測による油流出状況を提供、油
の除去作業に利⽤された。

・ALOS-2関連では地⽅⾃治体・公共団
体・⺠間企業と連携したALOS-2 アーカイブ
データを⽤いた事業化実証（14件）を実
施した。

・2020年度開始の「北極域研究加速プロ
ジェクト(ArCSII)」との連携の下で衛星データ
提供・利⽤研究を継続すると共に、2022年
度に開始された「気候変動予測先端研究
プログラム(SENTAN)」と連携協定を締結し、
気候変動研究での衛星データ活⽤の協⼒
を開始した。

・農林⽔産省による農林⽔産分野への衛
星データの利活⽤に関する検討（中⼭間
地域耕作地把握等）にALOS-2の利⽤を
念頭に⽀援を⾏う等、衛星データの利⽤促
進を⾏った。

・GOSAT-GWの打上げに向け⽔循環データ
作成のための打上げ版アルゴリズム開発及
び、検証観測サイトの整備に着⼿した。

また、海⾯⽔温、海氷分布等の海洋観測や陸
域、港湾、⼟地被覆分類等のインフラ維持管理
等を含む国⼟管理の分野において、データ利⽤機
関（森林伐採検知でのデータ利⽤を検討する地
⽅⾃治体等）と連携して衛星データの利⽤研究・
実証を実施し、GCOM-W、GCOM-C、ALOS-2
等の衛星の利⽤促進を⾏う。ALOS-2 においては、
アーカイブデータを⽤いて⼟砂崩れの状況把握等に
関する事業化実証を進める。

GOSAT、GCOM-W、GCOM-C、GPM/DPR、
GOSAT-2 等、気候変動関連の観測データの品
質保証及び国内外ユーザーへの提供を継続的に
実施し、政府の⽅針に基づく気候変動対策への
協⼒や国際協⼒を推進する。

また、これらの取組を通じて明らかになったニーズを
反映し、気候変動のモニタリング・モデリングの精
度向上に資する観測センサの性能向上及び観測
データの校正・検証等に関する研究を⾏うとともに、
関係機関や各分野の研究者等と連携して利⽤
研究・実証を実施する。特に、降⾬による⼟砂崩
れ等も考慮しながら GSMaP データを⽤いた洪⽔
危 険 地 域 を 推 定 す る ア ル ゴ リ ズ ム の 開 発 、
GCOM-C と気象衛星「ひまわり」を⽤いた⻩砂予
測の⾼精度化等に取り組む。

さらに、EarthCARE/CPR など開発段階の衛星に
ついても、利⽤研究・実証に向けた準備を⾏う。本
年 度 は 、 雲 や エ ア ロ ゾ ル 等 の デ ー タ
（EarthCARE/CPR 関連）、全球⽔循環データ
（GOSAT-GW 関連）を⽤いた利⽤研究・実証
に向けたアルゴリズム開発と校正検証等に着⼿す
る。

地球規模課題の解決に向
けた気候変動対策への貢献
として、衛星データが温室効果
ガス削減等の気候変動対応
活動の判断指標や評価指標
として定着することを⽬指し、
国内外のユーザーへ気候変動
関連の衛星データの提供を継
続的に⾏い、政府の⽅針に基
づく気候変動対策への協⼒
や国際協⼒を推進する。また、
これらの取組を通じて明らかに
なったニーズを反映し、気候変
動のモニタリング・モデリングの
精度向上に資する観測センサ
の性能向上及び観測データの
校正・検証等に関する研究開
発を⾏う。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 6⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
JAXAが有する世界最
⻑ の L バ ン ド SAR
（ALOS-2）データを
森林管理や技術⽀援
を⾏うFAOのシステム
への実装を実現したこ
とにより、JAXAが独⾃
に、また単独で⾏うより
も無償公開の効果を
最⼤化した。これにより、
LバンドSARの森林管
理の有効性が国際的
に⽰されたとともに、途
上国をはじめとした多く
のユーザによる利⽤及
び成果創出に向けて
進展した。
さらに、SDGs関連では、
JAXAの左記活動によ
り、SDGs推進本部が
⽬指している、進捗報
告が可能な指標数の
増加につながった。

GEOやCEOS等の国際的な枠組み
において、ALOS-2のScanSARデータの
公開開始を周知したとともに、国際連
合⾷糧農業機関（FAO）が運⽤する
森林管理システム「SEPAL」への実装を
実現した。これにより、ALOS-2データの
世界180か国の5千⼈以上の森林管
理官による利⽤を可能とした。

パリ協定関連では、COP-27において衛
星データによる森林管理に関するイベン
トなどを開催し、ケニアやモザンビーク等
の政府機関によるALOS-2データの森
林管理への利⽤が報告された。また、
UNFCCC（気候変動枠組条約）公
式プログラムである「地球情報デー」にお
いて、GOSAT、GOSAT-2や航空機観
測による最新のGHG観測成果や⼿法
などを発表した

SDGs関連では、国連専⾨家会合
に衛星の専⾨家として参画しつつ、指
標11.3.1(⼈⼝増加率と⼟地利⽤率の
⽐率)に関し、JAXA衛星データを⽤いた
試算・検証を⾏い、「ビッグデータ等の利
活⽤推進に関する産官学協議のため
の連携会議」(事務局:総務省)での報
告を経て、それまで空欄であった⽇本の
進捗報告の数値として採⽤され、外務
省が運営するJAPAN SDGs Action 
Platformウェブサイトに掲載された。

衛星リモートセンシングを活⽤した地球観測の国際的な取
組について、欧⽶・アジ ア各国の関係機関、国際機関等と
の協⼒を推進するとともに、地球観測に関する政府 間会合
（GEO）や地球観測衛星委員会（CEOS）等の国際的
な枠組みの活動を通じて、気 候変動等の社会課題の解決
に資する衛星リモートセンシングデータの利⽤を推進する。

また、国連サミットで採択された持続可能な開発⽬標
（SDGs）の達成に向けた活動等、国際的課題に対して衛
星リモートセンシングデータを活⽤する取組を政府及び国際
機関等と協⼒して進める。GOSAT、GOSAT-2 及び ALOS-
2 等の衛星データが、パリ協定に基づく温室効果ガス削減の
評価指標として国際的に利⽤されるよう、グローバルストック
テイクへの貢献にも、国内外の関係機関と協⼒して取り組
む（国等と連携しながら、気候変動枠組条約締約国会議
等の議論に参加する）。また、ALOS-2 等のデータを活⽤し
て作成されている全球マングローブマップが UNEP（国連環
境計画）の公式全球データとして引き続き活⽤されるよう関
連する貢献を継続する。さらに、衛星データを活⽤した SDG
指標算定⼿法の検討に取り組む。

（続き）
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 7⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
Today’s Earthの全球
版 の 成 果 が WMO の
出版物に掲載された。

2022 年 度 に Today’s 
Earthに関して、39件
の記事・報道があった。
最近の洪⽔予測技術
の発展等がきっかけの
⼀つとなり、「気象業
務法及び⽔防法の⼀
部を改正する法律案」
が第211回通常国会
に提出され、全会⼀
致で可決成⽴した。

・世界各国の全球陸域シミュレーションの統合
ポータルの⽴ち上げを⽬指す世界気象機関
（WMO）のHydroSOSプロジェクトに参加した。

・東⼤との連携の下で、Today’s Earth⽇本域
版の利⽤実証として、多数の地⽅⾃治体との
連携や、⺠間企業との共同研究を実施し、⻑
時間洪⽔予測の利活⽤に関するシンポジウム
等を共催した。

・海洋研究開発機構（JAMSTEC）と連携し
た衛星データを同化した海中天気予報のウェブ
サイトについて、海流表⽰や複数変数の重畳の
機能を追加し、ユーザの利便性を向上した。

・理化学研究所と連携し、JAXAのスーパーコン
ピューター「JSS3」を⽤いて衛星データを同化した
アンサンブル海洋解析について、データ提供と
ウェブサイトを作成した（3⽉末公開）。

・NASA・ESAと2020年5⽉に開始した新型コロ
ナ ウ イ ル ス 感 染 症 （ COVID-19 ） Earth
Observing Dashboardの対象範囲を地球環
境変化にまで拡⼤し、2022年5⽉には「Earth
Observing Dashboard」として全⾯リニューアル
公開した。その結果、ダッシュボードの利⽤が増
加し、継続的なユーザーから多くの情報を求めら
れるようになった。

衛星リモートセンシングデータの⾼付加価値化や、
新たなサービスの創出による産業振興、衛星データ
の社会実装を進め、さらにそれらが包括されて衛星
データが社会活動に不可⽋となる状態を⽬指す。そ
のため、国内外の複数衛星データを複合的に利⽤
したプロダクト及び成果の提供や、観測データと予
測モデルを組み合わせる等の利⽤研究（陸域での
⽔ 循 環 等 を 計 算 ・ 推 測 す る シ ス テ ム (Today's
Earth)や地球の気候形成に関わる物理量(地表⾯
⽇射量等)を提供するシステム(JASMES)に係るユー
ザーの利便性向上や精度向上に資する研究等）
に取り組む。

産業振興等の観点から
は、将来的な既存事業の
⾼付加価値化や新サービ
ス、新産業の創出に貢献
するため、AI等の異分野先
端技術に強みを持つ⺠間
事業者や政府機関等と連
携して効率的な衛星データ
処理や新たな情報分析⼿
法、衛星データの複合利
⽤化等の研究開発・実証
を⾏い、衛星データの利便
性を向上させることで衛星
データの利⽤を促進する。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 8⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
計画に基づき着実に実施。衛星リモートセンシング法の施⾏を踏ま

え、衛星データの管理及び配布⽅針等
を適切に設定・運⽤するとともに、政府
関係機関移転基本⽅針に基づき設置
された「⻄⽇本衛星防災利⽤研究セン
ター」にALOS-2等のデータを提供しており、
今年度に発⽣した災害対応等で活⽤さ
れた。

政府衛星データプラットフォーム「Tellus」
を通じたJAXA衛星データの提供も継続
した。

ALOS-2 ScanSARデータのネットワーク
上での公開に向けて、国際標準の利⽤
が容易な形での公開のための斜⾯・オル
ソ補正のためのソフトウェアをJAXAスパコ
ン（JSS3）上に実装し、アジア域および
アフリカ域の全数処理を２０２２年１
２⽉末までの分に対して実施し、JAXA
G-Portal 、 Google Earth Enginel,
AWSおよびTELLUSで公開した。

JAXA 地 球 観 測 衛 星 デ ー タ に 、
「Authenticity and Integrity」を付与
することを⽬的として、CEOSの推奨仕様
に 則 り 、 DOI （ Digital Object
Identifier）を付与した。これにより、学
術利⽤だけでなく、⺠間利⽤においても、
信頼性の⾼いデータ提供が可能となった。

衛星により取得した各種データについて、
成⻑戦略実⾏計画（令和 2 年 7 ⽉ 17
⽇閣議決定）や政府関係機関移転基本
⽅針（平成 28 年 3 ⽉まち・ひと・しごと創
⽣本部決定）、海外の動向、並びにオープ
ン＆フリー化、データ利⽤環境整備等の政
府の⽅針・取組等を踏まえ、政府衛星デー
タプラットフォーム「Tellus」や⺠間事業者等
と連携し、幅広い産業分野での利⽤を⾒
据えた適切なデータ管理・提供を⾏う。

また、政府が⾏政における衛星データ利
⽤拡⼤を⽬的として進める衛星リモートセン
シングデータ利⽤タスクフォースの検討・取組
に対して、その検討状況を踏まえつつ、必
要に応じた⽀援を⾏う。

なお、衛星により取得した各種データの中
で、公共性の⾼い衛星データについては、安
全保障上懸念のあるデータを除き、⺠間事
業者等の⾏う衛星データ配布事業を阻害
しないよう留意した上で、国際的に同等の
⽔準で、衛星データのオープン＆フリー化に
貢献するべく、利⽤が容易な形式でオンラ
イン公開するために必要な処理（斜⾯・オ
ルソ補正等）を継続して⾏う。

なお、衛星により取得した各種
データについて、海外の動向、成⻑
戦略実⾏計画（令和２年７⽉
17⽇閣議決定）、政府衛星デー
タのオープン＆フリー化及びデータ利
⽤環境整備等の政府の⽅針・取
組等を踏まえ、政府衛星データプ
ラットフォーム「Tellus」や⺠間事業
者等と連携し、必要なデータフォー
マットやデータ利⽤環境等の検討を
含む幅広い産業での利⽤を⾒据え
たビッグデータとしての適切な管理・
提供を⾏うとともに、政府が⾏政に
おける衛星データ利⽤拡⼤を⽬的
として進める衛星リモートセンシング
データ利⽤タスクフォース（仮称）
の検討・取組への⽀援を必要に応
じ⾏う。なお、公共性の⾼い衛星
データについて、⺠間事業者等の⾏
う衛星データ販売事業を阻害しな
いよう留意しつつ、安全保障上懸
念のあるデータを除き、国際的に同
等の⽔準で、加⼯・分析の利⽤が
容易な形式でデータを無償提供す
るため、開発に着⼿する衛星で可
能のものは開発段階から衛星計画
を⽴案し、開発着⼿済みまたは運
⽤開始済みの衛星については可能
な限り必要な処理を⾏ったデータを
提供することで、 衛星データのオー
プン＆フリー化に貢献する。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 9⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
計画に基づき着実に実施。AVNIR-2及びPALSARの観測データについて、

全数処理及び公開のための作業を着実に
実施するとともに、AVNIR-2については政府
の衛星データプラットフォーム「Tellus」だけでな
くNASAへの提供も実施中である。
PALSARについては、全数処理を完了し、
Tellus、NASAへの提供中である。

ALOS 搭載 AVNIR-2、PALSAR
の全数処理を完了させるとともに
ALOS-2 PALSAR-2 ScanSAR の
観測データの全数処理を継続し、
公開するとともに、政府が整備する
データ利⽤プラットフォームへの当該
データの提供を進める（本年度は
令和 3 年度と同様、PALSAR-2
ScanSAR の 観 測 デ ー タ の 中 の
20 ％ の 処 理 、 公 開 を ⽬ 標 と す
る。）。

計画に基づき着実に実施。

衛星地球観測コンソーシアムが⽴
上り、産学官で衛星地球観測の
戦略について議論し、衛星地球観
測の成果の社会への還元を連携
して推進する基盤が構築された。

ALOS-3・ALOS-4 の後継機ミッションについ
て、“ALOS後継”という視点に留まらず広く
将来の光学・SAR観測ミッションの在り⽅を、
衛星開発・実証プラットフォームの下議論す
るため、下記に⽰す衛星地球観測コンソーシ
アムでの産学官での議論や、官⺠連携に向
けたコンセプト共創（事業アイデアを公募し、
応募のあった複数の⺠間事業者とミッション
の具体的オプションを共同で検討）の結果
も踏まえた技術開発要素の検討等を実施し
た。

衛星リモートセンシングの開発・利⽤に携わ
る産学官の関係者・有識者等が広く集まり、
地球観測の戦略的推進等を図る新たな枠
組みとなる衛星地球観測コンソーシアム
(CONSEO)の⽴上げ、並びに推進戦略につ
いての幅広い議論、それらを踏まえた国への
提⾔策定を、JAXAが事務局として推進した。
さらに同コンソーシアムにおいて、将来の光
学・SAR観測ミッションのオプション案につい
て産学官のニーズや課題認識を基に幅広い
議論を推進した。

ALOS-3・ALOS-4 の後継機ミッ
ションの在り⽅の検討について、関
係府省と協⼒して取り組みつつ、
官⺠連携に向け⺠間事業者等か
らのニーズも踏まえたミッション案の
検討を進める。また、我が国の基
幹的な衛星技術である降⽔レーダ
の後継ミッションである降⽔レーダ衛
星の開発研究に着⼿する(検討開
始 ALOS-3 後継機：令和 3 年
度、ALOS-4 後継機：令和 4 年
度、降⽔レーダ後継機：令和 2
年度）。

加えて、地球観測データ等の継続
的な確保や地球観測の戦略的推
進等のため、衛星リモートセンシング
の開発・利⽤に携わる産学官の関
係者・有識者等が広く参加する枠
組の構築を⽬指すとともに、政府
側の検討状況を踏まえつつ、産学
官で推進する衛星開発・実証プ
ラットフォームに参加し、将来衛星
ミッションの検討等に貢献する。

また、⼩型技術刷新衛星等の
開発実証機会の活⽤も考慮しつ
つ、衛星の各機能の統合利⽤の
検討等も含む先進的な衛星関連
技術の研究開発を⾏うとともに、
我が国が強みを有する合成開⼝
レーダ、降⽔レーダ、マイクロ波放射
計等の技術については、地球規模
課題解決に向けたルール作り・政
策決定及びSDGs達成に貢献する
ESG投資判断等の重⼤な経営判
断等に不可⽋な地球観測データ
等の継続的な確保の観点から、基
幹的な衛星技術として継続的に⾼
度化を推進し 、後継ミッションの検
討を⾏う。その際、我が国の技術
的優位や、学術・ユーザーコミュニ
ティからの要望、国際協⼒、外交
上の位置付け等の観点を踏まえ、
新たな衛星の開発及びセンサ技術
の⾼度化・⼩型化に向けた取組を
進める。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 10⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
VLEO領域を⾶⾏する
⼩ 型 超 ⾼ 分 解 能 衛
星については、産業界
からの要請・期待に応
える内容であり、当該
企業での将来的な事
業化も期待される。

超低⾼度衛星の活⽤⽅策として、⺠間企業(ANA、エア
バスジャパン)等と連携し、ドップラ⾵ライダー(DWL)搭載超
低⾼度衛星ミッションの検討を進め、航空機の⾶⾏経路
をDWLデータを⽤いて策定することで、航空機の燃費低減
に寄与する、ひいては、航空業界全体での脱炭素活動に
資するミッションを構想した。

また、産業界（宇宙ベンチャー企業）からの要請を受け、
世界的に競争が激しいVLEO（Very Low Earth Orbit）
領域を⾶⾏する超低⾼度衛星技術を応⽤した⼩型超⾼
分解能衛星を構想及び研究開発計画の検討を実施した。

加えて、VLEO領域を⾶⾏する衛星の軌道保持・⻑寿命
化への応⽤が期待される、⽇本/JAXA発で考案された⾼
層⼤気を作動ガスとして利⽤する「⼤気吸込み式イオンエ
ンジン（Air Breathing Ion Engine：ABIE）」の軌道上
実証を⽬指した研究を構想、計画⽴案を実施した。

関係省庁、⾃治体や⺠間事業者等の
利⽤ニーズの⼀層の把握を進め、超低⾼
度衛星技術の今後の活⽤⽅策の検討を
⾏う。

JSTに今年度の取り組
みが評価され、次年度
も同様の予算規模で
受託が継続されること
となった。

JSTからの受託で研究開発している超広帯域電波デジタ
ル⼲渉計(SAMRAI) は、JST事業終了後のSAMRAI活⽤
事業を⾒据えて、多くの事業者がプロジェクトに参画。各
事業者との対話を重ねた結果、気象防災、船舶検知、
洋上⾵⼒発電所適地選定、持続可能な漁業の4つを有
望な事業化分野として識別。更に従来のマイクロ波放射
計の観測周波数の分解能と個数を⼤幅に引き上げる要
素技術(1~41 GHz超広帯域アンテナ、28GSPS超⾼速
AD変換)の性能確認のために航空機搭載SAMRAIを製
作して現場観測を実施。従来のマイクロ波放射計では不
可能であった⼈⼯電波を分離・除去するデータ処理⼿法
を開発して適⽤した結果、海⾯塩分・海⾯⽔温の同時観
測を実現し、所要の性能を確認できた。

マイクロ波放射計の⾼度化に向け、国⽴
研 究 開 発 法 ⼈ 科 学 技 術 振 興 機 構
（JST）からの受託（未来社会創造事
業）に基づいて、最新のユーザーニーズや技
術動向（新たなセンサ技術等）も踏まえ
つつ新たな⽅式によるセンサ技術について、
研究開発を実施する。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 11⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
ー１．２項及び１．５

項の取組実現のため、以
下 の 衛 星 等 の 研 究 開
発・運⽤を⾏うとともに、
これ らを通じて明らか と
なった課題を解決するた
めの先進的な研究開発
に JAXA 全体で連携しつ
つ取り組む。

ー（運⽤を⾏う衛星等）

ゼロエミッションにむけてCO2排出
の過半を占める⼤都市において発
⽣源別の評価について⽬途を得た。

L1 V300のバージョンアップを⾏い、
より精度の⾼い⻑期（14年）の
データの提供を継続した。
⽇⽶欧のセンサを複合利⽤、定期
航空便と衛星観測データの組合せ
によりCOP27で⼤都市の吸収・排
出を提⽰した。

●温室効果ガス観測技術衛星（以下「GOSAT」
という。）の後期利⽤を継続し、温室効果ガス（⼆
酸化炭素、メタン）に関する観測データの取得を⾏
い、L1 プロダクト（輝度データ等）の⼀般公開を継
続する。

・温室効果ガス観測技
術衛星（GOSAT）

海⾯⽔温・海氷分布等に関する
データの取得・提供により、⽔産業、
海運業関係者等のユーザーの利
便性向上に寄与している。海⾯⽔
温プロダクトのバージョンアップによ
り、これまで推定不可だった強⾵
域や弱い⾬域も海⾯⽔温の推定
が可能となり、⽋損域が減少した
ことから、⽔産業や海上保安庁で
の業務での利便性がさらに向上し
た。新規公開の陸域研究プロダク
トは、AMSR3に向けて開発したも
のであり、⻑期データ解析の基盤
情報となる。

後期運⽤を継続し、⽔蒸気量・海
⾯⽔温・海氷密接度等に関する観
測データを取得し、⽔産業、海運業
関係者等のユーザーに提供した。ま
た、今年度は降⽔量と海⾯⽔温プ
ロダクトのバージョンアップを⾏った。
また、AMSR-EとAMSR2で整合した
⼟壌⽔分量等の陸域研究プロダク
トを開発・公開した。AMSR統合ウェ
ブに掲載のデータカタログの機能を拡
張してユーザの利便性を⾼めると共
に、タイルマップ⽅式の画像表⽰サ
イトに期間平均や偏差等の表⽰機
能を追加した（2023年度上半期に
公開予定）。

●⽔循環変動観測衛星（以下「GCOM-W」とい
う。）の後期利⽤を継続し、気候・⽔循環・極域変
動監視の基礎データとなる、⽔蒸気量・海⾯⽔温・
海氷分布等に関する観測データの定期的な取得を
進め、⼀般ユーザー及び利⽤実証機関にタイムリーに
提供する。さらに、利⽤拡⼤のために、ウェブ等の情
報サービスの機能追加やユーザーの要望を踏まえた新
たな研究プロダクトの開発等を⾏う。

・⽔循環変動観測衛
星（GCOM-W）
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 12⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
降⽔に関する観測データの取得・
提供により、地球環境変動とメカ
ニズム解明等に寄与している。
気象庁数値予報システムでの利
⽤⽅法の改良により、降⽔の予
測精度を向上させた。

NASAとの連携により後期利⽤を継
続し、降⽔データを取得し、広く提
供 し た 。 全 球 降 ⽔ マ ッ プ
（GSMaP）を同化した5⽇後まで
のリアルタイム降⽔予報システムを
JAXAスパコン（JSS3）で運⽤し、
「GSMaPxNEXRA 全球降⽔予報」
として提供した。GPM/DPRの三次
元動画のウェブサイト（全球版）を
2022年6⽉に公開した。気象庁気
象研究所との共同研究により、線
状降⽔帯に関する集中観測を九州
で実施し、 その観測結果をもとに気
象研究所が線状降⽔帯の予測精
度の評価を実施した。気象庁の数
値予報システムでのGPM/DPR観測
データの利⽤⽅法が2022年6⽉30
⽇より改良され、 DPRのデータから
推定される⽔蒸気に関する情報を、
より的確に数値予報での初期値に
反映させることができるようになった。

●NASA と連携し、全球降⽔観測計画／⼆周波降
⽔レーダ（以下「GPM/DPR」という。） の後期利⽤を
継続し、降⽔に関する観測データの取得を進め、地球
環境変動とメカニズム解明等に貢献すると共に、⼤学
や国の研究機関等と連携しながら、衛星全球降⽔
マップ(GSMaP)の普及およびユーザーの利⽤拡⼤を進め
る。

・全球降⽔観測計画
／ ⼆ 周 波降 ⽔ レ ー ダ
（GPM/DPR）
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 13⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
観測データの取得により、防災及び災
害対策の強化、国⼟管理等に寄与
している。

2021年12⽉にプロジェクトを終
了し、2022年度は後期利⽤運
⽤の2年⽬（⽬標寿命を達
成）となった（先進レーダ衛星
「だいち4号」（ALOS-4）の打ち
上げ等も⾒据え、運⽤は継続
中）。

公共の安全の確保、国⼟保
全・管理、地球規模の環境問
題の解決等について定常運⽤に
続き、利⽤推進を継続中。

●陸域観測技術衛星 2 号（以下
「ALOS-2」という。）の後期利⽤を継
続し、防災及び災害対策の強化、国⼟
管理・海洋観測等に関する観測データ
を取得し、昨年度と同様に幅広く活⽤
されることを⽬指す。

・陸域観測技術衛星２号
（ALOS-2）

AISデータの継続的な提供により、関係
機関による⽇本周辺海域の状況把握
に寄与している。

ALOS-2に搭載したAIS受信システ
ムの後期利⽤を順調に継続し、政
府機関等への定常的な観測デー
タの提供を継続した。なお、SDS-4
衛星は2021年6⽉末で運⽤を終
了、それに合わせユーザー（省庁
等）への影響を低減させるよう、
ALOS-2搭載AISの範囲拡⼤
（観測時間を増加）を⾏っている。

●ALOS-2 に搭載した船舶⾃動識別
装置（以下「AIS」という。）受信システ
ムの後期利⽤を⾏い、省庁等へのデータ
提供を実施する。なお、⼩型実証衛星
4 型（SDS- 4）衛星の運⽤終了（令
和 3 年 6 ⽉末）に伴うユーザー（省庁
等）への影響を低減させるため、ALOS-
2 搭載 AIS 範囲拡⼤（観測時間を増
加）等も継続して⾏う。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 14⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
ALOS-2 搭載CIRCの後期利⽤を
実施し、⽕⼭活動・林野⽕災速
報システムで⼤気補正済の輝度
温度の算出を⾏い、公開を開始し
た。⽕⼭防災では、海保や気象
庁と定期的に衛星可視⾚外デー
タによる⽕⼭監視について議論を
継続中。特に、海徳海⼭、明神
礁、硫⻩島の活発化時に、海保
や気象庁からの問合せに対応し、
必要な解析と情報提供を⾏った。
さらに、気象庁からの打診に基づ
き、⽕⼭噴⽕予知連絡会の委員
ではないものの、同本会議に資料
提供し、同会議の⽕⼭活動評価
の議論に活⽤された。
⽕災監視については、SIP第２期
防災案件「国家レジリエンス（防
災・減災）の強化」のサブテーマ
「⽕災シミュレーション広域被災予
測技術開発」に対し、GCOM-Cの
⽕災検出アルゴリズムを提供し、
同テーマで開発されたシステム内で
利⽤開始された。

●ALOS-2 に搭載した森林⽕災検知
⽤⼩型⾚外カメラ（CIRC）の後期利
⽤を⾏うと共に、熱⾚外線データの⼤気
補正のソフトウェアを運⽤し、地表⾯の
熱⾚外線輝度温度を⽕⼭活動・林野
⽕災速報システムを通じて公開する。さ
らに、⽕⼭防災における有効性を⽕⼭
防災機関に⽰しながら、利⽤促進（離
島の状況把握に係る利⽤拡⼤等）を
図る。

（続き）
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 15⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
精度の⾼いプロダクトの早期・安
定提供を開始したことにより、機
関ユーザである漁業情報サービス
センタ（JAFIC）、気象庁、海
上保安庁、⽶国海洋⼤気庁
（NOAA）や都道府県の⽔産
試験場を始めとした多くの国内
外の現業ユーザに利⽤され、また、
気候変動メカニズムの解明のた
め の 海 洋 研 究 開 発 機 構
（JAMSTEC）や国⽴極地研
究所等の科学研究に供され、研
究成果がIPCC報告書へも引⽤
された。
また、モデルに繋がるプロセス研
究等の推進を通じて気候変動の
予測精度向上およびIPCCへのイ
ンプットに向けた「気候変動予測
先 端 研 究 プ ロ グ ラ ム
（SENTAN）」や「北極域研究
加速プロジェクト（ArCS II）」と
の連携体制を構築した。

GCOM-Cの定常運⽤（打上げから5年間、
2017年12⽉23⽇まで）を終了し、後期利⽤
段階の運⽤を開始した。サクセスクライテリアに
規定している精度・実時間性・連続性の全て
においてフルサクセスを満⾜するだけでなく、エ
クストラサクセスの精度を実現した。ユーザ要
望によるプロダクトの改良やウェブ等の情報
サービスの機能追加を完了した。

●気候変動観測衛星（以
下「GCOM-C」という。）の定
常運⽤を⾏い、雲・エアロゾル、
植⽣、積雪・海氷分布等に関
する観測データの取得を進め、
ユーザーを含む関係機関と連携
して GCOM-C データを活⽤しエ
アロゾル予測の精度向上に貢
献する。さらに、利⽤拡⼤のため
に、ユーザーの要望を踏まえた精
度向上を⽬的としたプロダクトの
改良やウェブ等の情報サービスの
機能追加を⾏う。また、定常運
⽤を終了し、後期運⽤を開始
する。

・気候変動観測衛星（GCOM-C）

GOSAT-GOSAT-2、NASA、
ESAセンサの複合利⽤により、⻑
期、⾼頻度データ利⽤を実現し
た。

L1 V220のバージョンアップを⾏い、より精度
の⾼いデータの提供を継続
３年ぶりに⽇⽶欧共同の代替校正キャンペー
ンを実施し、共通のデータ・アルゴリズムで校正
処理を⾏い、結果をCEOS校正情報として
JAXAから発信した。

●温室効果ガス観測技術衛
星 2 号（以下「GOSAT-2」と
いう。）の定常運⽤を⾏い、温
室効果ガス等に関する観測デー
タの取得を⾏い、L1 プロダクト
（輝度データ等）の⼀般公開
を継続する。

・温室効果ガス観測技術衛星２号
機（GOSAT-2）
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 16⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
ー（研究開発・運⽤を⾏う衛星

等）

計画に基づき着実に実施。＜プロジェクト＞EarthCARE/CPRの打
上げに向けて、2022年7⽉に修理した
HPTをCPRへ組み込み、衛星をフルコン
フィギュレーションにした。その後のESAの
衛星システム試験の⽀援（熱真空試
験 ま で 完 了 ） 、 及 び 国 内 で の
EarthCARE ミッション運⽤系システム
等の地上システムの開発を実施した。

●雲エアロゾル放射ミッション／
雲プロファイリングレーダ（ 以下

「EarthCARE/CPR」という。）に
つき、欧州宇宙機関（ESA）の打
上げに向けた CPR の衛星へのイン
テグレーション・試験等の⽀援、及
び国内での EarthCARE ミッション
運⽤系システム等の地上システムの
開発を実施する。（平成 20 年度
開発開始、令和 5 年度打上げ⽬
標）

・雲エアロゾル放射ミッション/雲プ
ロ フ ァ イ リ ン グ レ ー ダ
（EarthCARE/CPR）世界初の衛
星搭載⽤ドップラー計測機能を有
する雲プロファイリングレ ー（CPR）
を国⽴研究開発法⼈情報通信研
究機構（NICT）と協⼒して開発
し、欧州宇宙機関（ESA）が開
発する衛星EarthCAREに相乗り搭
載することにより、全地球上で雲の
鉛直構造等の観測を⾏う。

衛星喪失によりアウトカム創出に⾄らな
かった。

＜プロジェクト＞ALOS-3 の維持設計、
プロトフライトモデルの製作試験を継続
し、打上げ及び初期運⽤に向けた準備
を実施した。令和5年3⽉に打上げを実
施したが、H3ロケットの失敗により衛星
を喪失し、初期運⽤の実施には⾄らな
かった。（平成 27 年度開発開始、令
和4年度打上げ実施）

●ALOS-3 の維持設計、プロトフ
ライトモデルの製作試験を継続し、
打上げ及び初期運⽤に向けた準
備を実施する。（平成 27 年度開
発開始）

・先進光学衛星（ALOS-3）
ALOSの光学ミッションを発展・継

承させ、分解能１ｍ以下で⽇本
全域を⾼頻度に観測し、防災・災
害対策、地図・地理空間情報の
整備・更新等、様々なニーズに対
応する。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 17⾴３.５ 衛星リモートセンシング

アウトカム実績年度計画中⻑期計画
計画に基づき着実に実施。また、

ALOS-2データを利⽤した利活⽤⽅策
実証の状況を⾒つつ、データ利活⽤⽅
策の検討を継続している。

＜プロジェクト＞維持設計を継続し、
衛星システムのプロトフライトモデルの試
験を⾏い、最終段階前まで完了した。
また、地上システム総合試験を完了し
た。
H３ロケット試験機2号機の開発状況
を踏まえつつ、打上げ及び初期運⽤に
向けた準備を継続中。また、ユーザの利
便性向上に向けて機能拡張を検討し
たほか、政府ユーザや研究ユーザに対す
るデータ配布⽅針について、調整を開
始した。

●ALOS-4 の維持設計及びプロ
トフライトモデルの製作試験を継続
し、打上げ及び初期運⽤に向けた
準備を実施する。（平成 28 年度
開発開始、令和 4 年度はプロトフ
ライトモデル試験を実施）

・先進レーダ衛星（ALOS-4）
ALOS-2のLバンドSARミッションを

発展・継承させ、広域・⾼分解能
観測に必要な技術開発を⾏い、
継続的かつ⾼精度な監視を実現
することで、全天候型の災害観測、
森林観測、海氷監視、船舶動静
把握等への活⽤を図る。

また、受信エリアの狭帯域化、同
時受信した複数エリア信号処理技
術を⽤いることで広域観測性を維
持しつつ、船舶密集域の検出率向
上を図る世界初となる船舶⾃動
識別装置（AIS）を開発し搭載す
る。

計画に基づき着実に実施。<プロジェクト>温室効果ガス・⽔循環
観測技術衛星（環境省からの受託に
よる温室効果ガス観測センサ等を含
む）の各サブシステム、及び衛星システ
ムの詳細設計を順次完了し、逐次維
持設計、及びプロトフライトモデル試験
実施フェーズに移⾏した。

●温室効果ガス・⽔循環観測技
術衛星（環境省からの受託による
温室効果ガス観測センサ等を含
む）の詳細設計を完了し維持設
計及びプロトフライトモデルの製作
試験を実施する。（令和元年度
開発開始、令和 6年度までプロト
フライトモデル試験、令和 6年度打
上げ⽬標）

・温室効果ガス・⽔循環観測技
術衛星（GOSAT-GW）

⾼ 性 能 マ イ ク ロ 波 放 射 計 ２
（AMSR2）の後継となる⾼性能
マイクロ波放射計３（AMSR3）
及び温室効果ガス観測センサ３型
（TANSO-3）の両センサを搭載
する衛星を開発し、気象予報・漁
業情報提供・海路情報・⾷糧管
理等の実利⽤機関や、極域の海
氷、エルニーニョ・ラニーニャ現象、異
常気象等の地球環境変動の継続
的な監視とメカニズム解明に貢献
する。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 18⾴３.５ 衛星リモートセンシング

主な評価軸（評価の視点）、指標等
＜評価指標＞
（成果指標）

○災害対策・国⼟強靱化や地球規模課題の解決に係る取組の成果
（マネジメント等指標）

○研究開発等の実施に係る事前検討の状況
○研究開発等の実施に係るマネジメントの状況

（例：研究開発の進捗管理の実施状況、施設・設備の整備・維持・運⽤の状況、コスト・予算の管理状況等）
○防災関係機関等の外部との連携・協⼒の状況

＜モニタリング指標＞
（成果指標）

○国際的ベンチマークに照らした研究開発等の成果
（例：データ提供数・データ利⽤⾃治体数等）

（マネジメント等指標）
○防災関係機関等の外部との連携・協⼒の状況

（例：協定・共同研究件数等）
○外部資⾦等の獲得・活⽤の状況（例：受託件数等）

【多様な国益への貢献；災
害対策・国⼟強靱化や地球
規模課題の解決への貢献】

○我が国の災害対策・国⼟
強靱化や地球規模課題の
解決に貢献する取組の⽴
案・検討・マネジメントは適
切に進められたか。それに
伴う成果が⽣まれているか。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 19⾴３.５ 衛星リモートセンシング

主な評価軸（評価の視点）、指標等
＜評価指標＞
（成果指標）

○宇宙を推進⼒とする経済成⻑とイノベーションの実現に係る取組の成果
（品質・コスト・スケジュール等を考慮した取組を含む）

（マネジメント等指標）
○研究開発等の実施に係る事前検討の状況
○研究開発等の実施に係るマネジメントの状況

（例：研究開発の進捗管理の実施状況、施設・設備の整備・維持・運⽤の状況、コスト・予算の管理状況等）
○⺠間事業者等の外部との連携・協⼒の状況

＜モニタリング指標＞
（成果指標）

○宇宙実証機会の提供の状況
（例：⺠間事業者・⼤学等への実証機会の提供数等）

○研究開発成果の社会還元・展開状況
（例：知的財産権の出願・権利化・ライセンス供与件数、受託件数、ISS利⽤件数、施設・設備の供⽤件数等）

○新たな事業の創出の状況
（例：JAXAが関与した⺠間事業者等による事業等の創出数等）

○外部へのデータ提供の状況
（例：国内外の関係機関等への衛星データ提供数等）

（マネジメント等指標）
○⺠間事業者等の外部との連携・協⼒の状況

（例：協定・共同研究件数、技術⽀援件数、JAXAの施策・制度等への⺠間事業者・⼤学等の参⼊数⼜は参加者数等）
○外部資⾦等の獲得・活⽤の状況

（例：⺠間資⾦等を活⽤した事業数等）

【多様な国益への貢献；宇
宙を推進⼒とする経済成
⻑とイノベーションの実現】

○新たな事業の創出等の宇
宙利⽤の拡⼤及び産業振
興、宇宙産業の国際競争
⼒強化に貢献するための⽴
案・検討・マネジメントは適
切に進められたか。それに
伴う成果が⽣まれているか。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 20⾴３.５ 衛星リモートセンシング

主な評価軸（評価の視点）、指標等
＜評価指標＞
（成果指標）

○産業・科学技術基盤を始めとする我が国の宇宙活動を⽀える総合的基盤の強化に係る取組の成果
（マネジメント等指標）

○研究開発等の実施に係る事前検討の状況
○研究開発等の実施に係るマネジメントの状況

（例：研究開発の進捗管理の実施状況、施設・設備の整備・維持・運⽤の状況、コスト・予算の管理状況等）
○⼤学・海外機関等の外部との連携・協⼒の状況

＜モニタリング指標＞
（成果指標）

○国際的ベンチマークに照らした研究開発等の成果
（例：基幹ロケットの打上げ成功率・オンタイム成功率等）

○宇宙実証機会の提供の状況
（例：⺠間事業者・⼤学等への実証機会の提供数等）

○研究開発成果の社会還元・展開状況
（例：知的財産権の出願・権利化・ライセンス供与件数、受託件数、ISS利⽤件数、施設・設備の供⽤件数等）

○国際的ベンチマークに照らした研究開発等の成果
（例：著名論⽂誌への掲載状況等）

（マネジメント等指標）
○⼤学・海外機関等の外部との連携・協⼒の状況

（例：協定・共同研究件数等）
○⼈材育成のための制度整備・運⽤の状況

（例：学⽣受⼊数、⼈材交流の状況等）
○論⽂数の状況（例：査読付き論⽂数、⾼被引⽤論⽂数等）
○外部資⾦等の獲得・活⽤の状況

（例：外部資⾦の獲得⾦額・件数等）

【多様な国益への貢献；産
業・科学技術基盤を始め
とする我が国の宇宙活動を
⽀ え る 総 合 的 基 盤 の 強
化】

○産業・科学技術基盤を始
めとする我が国の宇宙活
動を⽀える総合的基盤の
強化に貢献する研究開発
活動の⽴案・検討・マネジ
メントは適切に進められた
か。それに伴う成果が⽣ま
れているか。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 21⾴３.５ 衛星リモートセンシング

スケジュール

202420232022202120202019201820172016年度

202420232022202120202019201820172016年度

後期運⽤SDS-4搭載AIS受信システム
(SPAISE)

後期運⽤ALOS-2搭載AIS受信システム
(SPAISE2)

▲ 2019.12 SDS-4をスカパーJSAT社に譲渡
▲ 2021.06 運⽤終了

後後期運⽤

衛
星
リ
モ
︱
ト
セ
ン
シ
ン
グ

ALOS-2搭載⼩型⾚外カメラ
(CIRC)

▲ 2019.03 後期運⽤終了▲ 2016.11 定常運⽤終了

▲ 2023.3 運⽤終了
後期運⽤ 後々期運⽤

CALET搭載⼩型⾚外カメラ
(CIRC) 定常 後期運⽤

温室効果ガス観測技術衛星
「いぶき」(GOSAT) 後期運⽤

⽔循環変動観測衛星
「しずく」(GCOM-W)

後期運⽤定常運⽤

▲ 2017.05 定常運⽤終了(後期運⽤移⾏)

全球降⽔観測計画／
⼆周波降⽔レーダ
(GPM/DPR)

定常運⽤ 後期運⽤
▲ 2017.04 定常運⽤終了(後期運⽤移⾏)

陸域観測技術衛星2号
「だいち2号」(ALOS-2)

定常運⽤ 後期運⽤ 後後期運⽤

▲ 2019.05 定常運⽤終了(後期利⽤運⽤移⾏)
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 22⾴３.５ 衛星リモートセンシング

スケジュール

202420232022202120202019201820172016年度

202420232022202120202019201820172016年度

衛
星
リ
モ
︱
ト
セ
ン
シ
ン
グ

開発
維持設計 定常運⽤

2017.12打上げ ▲
気候変動観測衛星
「しきさい」(GCOM-C) ▲ 2018.04 定常運⽤移⾏

開発
維持設計

2017.12打上げ ▲ ▲
2018.04 定常運⽤移⾏

超低⾼度衛星技術試験機
「つばめ」(SLATS)

開発
維持設計 定常運⽤
2018.10打上げ ▲

温室効果ガス観測技術衛星2号
「いぶき2号」(GOSAT-2) ▲ 2019.01 定常運⽤移⾏

開発
維持設計

運⽤

▲ FY2024打上げ(予定)

雲エアロゾル放射ミッション
／雲プロファイリングレーダ
(EarthCARE/CPR)

▲
2019.09 定常運⽤終了

定常運⽤
▲ 2019.10.1 後期運⽤終了

後期運⽤

運⽤
▲ FY2023打上げ(予定)※

先進レーダ衛星
(ALOS-4) 研究

基本設計 維持設計
開発

詳細設計

先進光学衛星
(ALOS-3) 基本設計 詳細設計 維持設計

開発

▲ FY2022.03打上げ失敗により喪失

運⽤温室効果ガス・⽔循環観測技術
衛星(GOSAT-GW)

研究
基本設計 詳細設計 維持設計

開発

▲ FY2024打上げ(予定)

後期運⽤

▲ 2022.12 定常運⽤終了
(後期運⽤移⾏)予定

※H3ロケットの開発状況を踏まえつつ打上げまでのスケジュールを⾒直す予定。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 23⾴３.５ 衛星リモートセンシング

2022年度 ⾃⼰評価Ⅲ．３．５ 衛星リモートセンシング

【評定理由・根拠】
気候変動観測衛星（GCOM-C）プロジェクトについて、打上前試験の⾼精度化ならびに⼗分な打上前準備とアルゴリズム主任研究者（Principal Investigator :

PI）・検証PIとの協⼒により精度の⾼いプロダクトの早期・安定提供に成功させ、定常運⽤を成功裏に終了できただけでなく、関係府省等と連携をしつつ、リモートセンシ
ング衛星の研究・開発・運⽤成果を踏まえた社会実装化に取り組んだ結果、サイエンス分野、⽔産分野、⽕⼭・災害分野、海洋モデル・海しる、農業分野など衛星デー
タの利活⽤が様々な分野に拡⼤・浸透・定着し（安全保障分野での実績は「Ⅲ.3.2 海洋状況把握・早期警戒機能等」に記載）、社会における諸課題の解決への貢
献につながる等、「研究開発成果の最⼤化」に向けて顕著な成果の創出があったと評価する。なお、H3試験機1号機の打上げ失敗により、ALOS-3を喪失したが、影響を
最⼩限にするべく、代替衛星の画像購⼊によるデータ活⽤や、後継ミッションのオプション検討などを含め、リカバリ策を検討している。

主な業務実績・成果は、以下のとおり。

1．GCOM-Cプロジェクト ＜補⾜１ 参照＞
GCOM-C（2017年12⽉23⽇打上げ）は、5年間の定常運⽤期間を成功裏に終了し、更なるアウトカム創出を⽬指し後期運⽤に移⾏した。

5年間の成果として、機関ユーザである漁業情報サービスセンター（JAFIC）、気象庁、海上保安庁、⽶国海洋⼤気庁（NOAA）をはじめ多くの国内外の現業ユー
ザに利⽤され、また、気候変動メカニズムの解明のための海洋研究開発機構（JAMSTEC）や国⽴極地研究研究所等の科学研究に供され、サクセスクライテリアに
規定した事項の達成以上に、現業機関における実利⽤やサイエンス分野での利⽤が進展する等、さまざまなアウトカムを創出した。これは、データ公開当初から公開に
必要な精度より⾼い精度を実現することで、打上げから1.5年で輝度やクロロフィルa濃度・海⾯⽔温といった基本となるプロダクトを含む半数以上がフルサクセスレベル
を達成、サクセスクライテリア評価タイミングより1年以上前に、全プロダクトがフルサクセスに達し、さらに4つの標準プロダクト（標準プロダクト：海⽔⾯温度（SST）、
光合成有効放射（PAR）、雲フラグ（CLFG）、雲種別雲量（CFR））と1個の研究プロダクト（陸⾯アルベド）が⽬標精度を達成してエクストラサクセス達成する
など、いち早く利⽤機関へのデータ利⽤が浸透したことによるものである。 ＜補⾜1-2、1-3 参照＞

全てのサクセスクライテリア（標準・研究プロダクト開発の⽬標）を達成したことに加え、モデルに繋がるプロセス研究等の推進を通じて気候変動の予測精度向上およ
び国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC）へのインプットに向けた⽂部科学省委託事業「気候変動予測先端研究プログラム（SENTAN）」（主管機関：東
京⼤学）や同省補助⾦事業「北極域研究加速プロジェクト（ArCS II）」（代表機関：国⽴極地研究所）との連携体制を構築した。また、海洋モデルやエアロゾル
モデル研究機関と連携し、同化による短期予測精度の向上や現業利⽤に繋げることができた。＜補⾜1-1、1-4 参照＞

さらに、運⽤継続への要望が国内外で⼤きく、衛星状態も健全であることから、GCOM-C搭載多波⻑光学放射計（SGLI）後継ミッションを含めて当初のGCOMの
⽬標である13年以上の連続観測の達成を⽬指して後期利⽤段階の運⽤を⾏い、全球を網羅した4次元地球環境変動監視体制の構築や、IPCCへの貢献に向けた
科学的知⾒獲得、現業利⽤・政策反映を通じたグローバルアジェンダへの貢献等、更なるアウトカム創出を⽬指す。

A
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 24⾴３.５ 衛星リモートセンシング

【評定理由・根拠】（続き）
２．気候変動対策、防災・災害対策等における衛星利⽤浸透
（1）防災・災害対応 ＜補⾜2 参照＞

・災害発⽣時、ALOS-2による緊急観測、観測画像からの被害情報の⾃動抽出及び専⾨家による判読を⾏っていたものを、JAXAから国⼟交通省地⽅整備局及
び地⽅⾃治体等の防災ユーザへ観測画像提供のみを⾏い、防災ユーザ⾃ら被害情報の判読を⾏う体制構築の調整が開始され、社会実装が進んでいる。また、
国⼟交通省港湾局とも協定を締結し、災害発⽣時の緊急観測のための連絡体制を整備するとともに港湾の被災状況把握を対象とした、衛星画像データの活
⽤を推進するためのワーキンググループを設置した。衛星画像データを活⽤した迅速かつ効果的な災害対応を可能とし、緊急物流ネットワークの確保や港湾機能の
早期復旧による社会経済活動への影響を最⼩化することを⽬指し、衛星画像データの活⽤⽅法の検討・連携を開始した。＜補⾜2-1＞

・センチネルアジア、国際災害チャータ等からの要請に基づき、アフガニスタン地震、バングラデシュ洪⽔、台湾東部地震、パプアニューギニア地震等に対し、「だいち2
号」（ALOS-2）搭載の合成開⼝レーダ「PALSAR-2」による緊急観測を実施した。トルコ南東部で発⽣した地震災害では、ALOS-2等による観測を実施した結
果を公表することで、震源域全体の建物被害の早期把握に貢献した。＜補⾜2-2＞

（2）海域⽕⼭監視への対応
⻄之島について、昨年の噴⽕以来変⾊⽔発⽣が継続しているが、現在、海上保安庁の航空機が⾶⾏していない⽇⼜はその⾶⾏計画策定に有効な観測⼿段

である、GCOM-C が有⽤な情報となっている。GCOM-C ⽕⼭モニタによる海域⽕⼭の監視について、対応を定型化する等により、海上保安庁主体での確認が進
んでいる。（海域⽕⼭監視活動に対する衛星情報の提供に係る詳細は、「Ⅲ.3.2 海洋状況把握・早期警戒機能等」を参照）

（3）SDGs取組への貢献
・指標11.3.1(⼈⼝増加率と⼟地利⽤率の⽐率)に関し、JAXA衛星データを⽤いた試算・検証を⾏い、「ビッグデータ等の利活⽤推進に関する産官学協議のための連携会

議」(事務局:総務省)での報告を経て、それまで空欄であった⽇本の進捗報告の数値として採⽤された（外務省が運営するJAPAN SDGs Action Platformウェブサイト
に掲載済）。

・SDGｓ⽬標 11 及び 13 に関し、GOSAT の運⽤を通じて、気候変動の最⼤の課題である温暖化の主要因である CO2、メタンに関し、世界で唯⼀ 10 年スケールのデー
タを提供し貢献している。

３．政府の宇宙政策との協調・連携とユーザー（政府、⺠間）による衛星データ利⽤拡⼤
（1）衛星全球降⽔マップ（GSMaP）の利⽤拡⼤

・第4回アジア・太平洋⽔サミット（APWS4）において、GSMaPやALOS-2等による⽔災害対応、気象業務利⽤事例の発表や⽔問題対策への貢献を共有した。
これらを踏まえ、APWS4で発表された⽔問題への⽇本の貢献策である「熊本⽔イニシアティブ」において衛星観測による貢献が⾔及された。⽔災害が頻発するア
ジア太平洋地域において、各国の⾸脳級が集まって、⽔問題の解決が最優先の課題であるとの共通の認識をする中、衛星観測の価値を⽰した意義は⼤きく、
我が国が進める「質の⾼いインフラ」の整備推進に貢献することが⾒込まれる。

・⽇⽶豪印戦略対話（QUAD）宇宙WGにおけるインド太平洋地域諸国を対象とした初めての具体的取組として、気象庁とともに当該能⼒開発に係るワーク
ショップを開催した。インド太平洋地域の各国の気象機関や防災機関、アジア開発銀⾏（ADB）やJICAなどの援助機関など、17か国から約200名が参加し、
QUAD⾸脳が⽬指す極端な降⽔現象に対応する各国の能⼒開発⽀援につながった。衛星プロダクト提供者とユーザの間で課題や今後への衛星プロダクト利
⽤に対する期待を醸成し、QUADにおけるJAXA及び⽇本政府のプレゼンス向上に貢献した。

99



Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 25⾴３.５ 衛星リモートセンシング

【評定理由・根拠】（続き）
・電源開発株式会社(J-POWER)との⽔⼒発電事業でのGSMaP利⽤に向けた共同研究において、⽔⼒発電計画⽴案における案件発掘等の概略調査で、現

地に⾏かずとも20年以上の⻑期降⽔量情報が⼊⼿可能である点が有⽤であり、GSMaPが活⽤できるとの検討結果が得られ、⺠間での⽔⼒発電分野における
GSMaP利⽤の道筋を拓くことができた。

・地球観測に関する政府間会合（GEO）や地球観測衛星委員会（CEOS）等の国際的な枠組みにおいて、ALOS-2のScanSARデータの公開開始を周知し
たとともに、国際連合⾷糧農業機関（FAO）が運⽤する森林管理システム「SEPAL」への実装を実現し、世界180か国の5千⼈以上の森林管理官による
ALOS-2データ利⽤を可能とした。これによりJAXAが独⾃に、また単独で⾏うよりも無償公開の効果を最⼤化し、LバンドSARの森林管理の有効性が国際的に
⽰されたとともに、途上国をはじめとした多くのユーザによる利⽤及び成果創出に向けて進展した。

（2）⽔循環シミュレーションシステム Today’s Earth（TE）＜補⾜3＞
・世界各国の全球陸域シミュレーションの統合ポータルの⽴ち上げを⽬指す国連専⾨機関である世界気象機関（World Meteorological Organization :

WMO）のHydroSOSプロジェクトに参加。各国の全球モデルのデータを集め、⼀律に検証してレポートを作成する段となり、JAXAからもデータを提供し、TEの全球
50km解像度版の成果がWMO出版「State of Global Water Resources 2021」に掲載された（宇宙機関からの直接参加はJAXAのみ）。

・TE⽇本域1km版による約30時間先までの洪⽔予測情報の利⽤実証に関して、JAXA-東⼤の委託研究の中に協⼒者として、現在 51 の地⽅⾃治体（防災利⽤実
証）及び 2 ⺠間企業（防災関係の利⽤検討）が参加。その他、JR東⽇本や、三井友海上⽕災とMS&ADインターリスク総研との共同研究を実施中（有償での契
約締結。社会実装の実例として位置づけられる）。さらに、東京⼤学等と共に、⻑野県と連携して⻑時間洪⽔予測の利活⽤を検討※1しており、シンポジウム「洪⽔が災
害にならない社会の実現に向けて」を⻑野県で開催（東⼤主催、JAXA他共催）。＜補⾜3-1＞
※1 JST未来社会創造事業の「顕在化する社会課題の解決」領域の研究テーマ。東京⼤学（研究代表）、名古屋⼤学、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社、⻑野県、JAXAの共同研究。

・これまで、洪⽔及び⼟砂災害の予報については、気象業務法に基づく気象庁以外への予報業務許可は実施されていなかった※2が、TEをはじめとした最新の洪⽔予測技
術の進展やその評価結果など※3がきっかけとなり、最新技術に基づく予測⼿法の導⼊による洪⽔予測精度の向上を図るため、気象庁⻑官が予測技術を審査する規
定を追加する「気象業務法及び⽔防法の⼀部を改正する法律案」が第211回通常国会において全会⼀致で可決成⽴した。今後のTE-Jの予測の在り⽅や開発者である
JAXAと東⼤の役割について、⺠間等の外部も含めた関係者で検討している。

※2 気象業務法（昭和27年法律第165号）により、気象庁⻑官の許可が必要であるが、洪⽔及び⼟砂災害の予報は、防災との関連が強いことに加えて、気象現象の予測だけでなくインフラの整
備・運⽤状況や、その時々の河川の状況や斜⾯の崩れやすさ等の様々な要因の影響を受けるため、⺠間気象事業者等が技術的に適確な予測を⾏うことが困難であるとされ、予報業務許可は
実施されてこなかった。

※3 令和元年10⽉の台⾵19号による⼤⾬で、⻑野市の千曲川などで起きた堤防の決壊について、東京⼤学などの研究チーム（東京⼤学とJAXAで構成、以下「研究チーム」という。）が約30時間
前に予測していたが、住⺠への情報提供は気象業務法第17条により許可制とされているため、研究チームの予測が公表されなかったことが産経新聞（令和元年11⽉13⽇付）において報道された。
この報道は第200回国会において提出された「気象庁以外の者による洪⽔等の予報業務に関する質問主意書」（質問第59号）においても⾔及されている。また、洪⽔及び⼟砂災害の予報につ
いて、近年の技術進展やニーズの多様化を踏まえ、適切な防災⾏動につながる情報提供のあり⽅や官⺠の役割分担などを検討するため、令和3年に有識者による「洪⽔及び⼟砂災害の予報のあ
り⽅に関する検討会」（事務局：国⼟交通省気象庁、⽔管理・国⼟保全局）が設置され、その第3回会合におけるヒアリングでTEに関する発表が⾏われた。

（3）衛星地球観測コンソーシアム（CONSEO）
宇宙基本計画（令和 2 年 6 ⽉ 30 ⽇ 閣議決定)記載の「衛星開発・実証プラットフォームの構築」に資するため、地球観測衛星の利⽤者や出資者を含めた

産学官が主体となり、社会実装、競争⼒の強化に向けた地球観測分野の全体戦略等にかかる提⾔を検討・策定し、衛星開発・実証及びデータ利⽤に関する共
創並びに新規参⼊の促進に取り組むことを⽬的として、2022年9⽉7⽇衛星地球観測コンソーシアム（CONSEO）を設⽴した。

なお、年度計画で設定した業務は、計画通り実施した。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 26⾴３.５ 衛星リモートセンシング

評定理由・根拠（補⾜）

補⾜1：GCOM-Cプロジェクトの成果

アウトプット

概要

アウトカム

・ 気候変動観測衛星（GCOM-C）「しきさい」は 2017年12月23日に打ち上げられ、5 年間の定常運用期間を
終了した。その間、GCOM-C衛星は近紫外から熱赤外域(380nm～12μm)においてマルチバンド観測を行
う多波長光学放射計（SGLI）による観測運用を正常に継続し、衛星管制システム、ミッション運用系システ

ム、データ提供システム、追跡ネットワーク等の地上システムも安定的に運用され、データ提供を継続する
ことができた。また、SGLIの校正、標準プロダクトの検証作業を継続して実施し、新たな研究プロダクトにつ
いても開発・提供を行った。その結果、 SGLI観測プロダクト及びデータ提供に関するサクセスクライテリア

のエクストラサクセスレベルを達成し、サイエンス分野、水産分野、火山・火災分野、海洋モデル・海しる、
農業分野など衛星データの利活用が様々な分野に拡大・定着した。 GCOM-C

・標準・研究プロダクト開発の目標を達成した。29の標準プロダクト、14の研究プロダクトの開発を行い、幅広い分野における科学・現業利用の基盤を構築す
ることができた

・火災プロセスや融雪プロセス研究等の推進により、モデル連携に繋がる観測研究成果を得ることができた
・気候変動の予測精度向上および国連気候変動に関する政府間パネルIPCCへのインプットに向けた文部科学省委託事業「気候変動予測先端研究プログラ
ム（SENTAN）」（主管機関：東京大学）や同省補助金事業「北極域研究加速プロジェクト（ArCS II）」（代表機関：国立極地研究所）との連携体制を構築した

・ 海洋モデルやエアロゾルモデル研究機関と連携し、同化による短期予測精度の向上や現業利用に繋げることができた

・サクセスクライテリアに規定した事項を当初計画よりも早期に実現したことで、現業機関でのGCOM-Cデータ利用・定着の促進が図られ、現在では政府系8
機関等と14都道府県がしきさいデータを利用しており、社会実装に向けて新たな価値を創出した。

・漁場探査では、JAFICのえびすくんにGCOM-C/SGLIデータが用いられ、漁場選択の効率化に貢献した。
・従来の温度異常による火山モニタに加えて、変色水による海域火山の予兆モニタを開始した。これにより噴火6カ月前から継続してモニタリングしていた福徳

岡ノ場の噴火時の海上保安庁の航空機観測計画立案に利用される等、新たな衛星利用を創出した。（詳細は、Ⅲ.3.2 項を参照）
・ニーズに応じ、流れ藻モニター、赤潮監視データなど衛星からの情報を提供しており、各自治体の監視システムに定常利用されるなど、データ利用の社会実
装化が進展した。

・火災発生（焼失面積の推定）から物質放出（炭素、エアロゾル）、アルベド変化に至るまで包括的な観測・解析が可能であることを示すことにより、JAMSTEC
の地球システムモデルにおける火災プロセス改善・新規構築の見通しを得た。

・北半球積雪分布変動解析やグリーンランド氷床変動解析、極域気候モデル開発・グリーンランド氷床質量収支評価を実施し、第6期IPCC報告書へ研究成果
をインプットした。これらの協働を通じて極域環境変動解明に向けた研究コミュニティとの連携体制を構築した。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 27⾴３.５ 衛星リモートセンシング

評定理由・根拠（補⾜）

エクストラサクセスフルサクセスミニマムサクセス

打上げ後５年間で、目標精度を達成するも
のがあること。

海水面温度（SST）
光合成有効放射（PAR）
雲フラグ（CLFG）
雲種別雲量（CFR）

打上げ後５年間で、すべての標準プロダクトが標
準精度を達成すること。

打上げから1.5年で輝度やクロロフィルa濃度・海面水温といっ
た基本となるプロダクトを含む半数以上がフルサクセスレベ
ルを達成。
サクセスクライテリア評価タイミングより1年以上前に、全プロ
ダクトがフルサクセスに達成。

打上げ後約１年間で、校正検証
フェーズを終了し、外部にプロダクトリリー
スを実施すること。その時、20個以上の標
準プロダクトがリリース基準精度*2を 達成
していること。*３

標準プロダクト*1 （リリース
基準精度／標 準精度／目
標精度）

地球規模での気候変動・水循環メ
カ ニズムを解明する上で有効な物
理量 （海面水温、土壌水分等）の
観測 を全球規模で長期間継続的
に行 えるシステムを構築し、利用
実証すること。

プ
ロ
ダ
ク
ト
生
成
に
関
す
る
評
価

打上げ後５年間で、目標精度を達成するも
のがあること。気候変動に重要な新たなプロ
ダクトを追加出来ること。

陸面アルベド

－－

研究プロダクト*1 （目標精
度）

開発や利用の面で研究段階にあ
る、あるいは計画的な提供形態に
そぐわないプロダクト。

－
リリース基準精度達成後、打上げ後５年経過時
点までの間、稼働期間中に目標配信時間内配信
を続していること。

リリース基準精度達成時に、目標配信時
間内に配信できることを確認する。

実時間性

デ
ー
タ
提
供
に
関
す
る
評
価 －

リリース基準精度達成後、打上げ後５年経過時
点までの間、連続的に観測し*4、データを提供し
ていること。

リリース基準精度達成時に、連続的に観
測し*4、データを提供できることを確認する。

実時間性

達成

達成

達成

達成

達成

達成

達成

評価条件

サクセスレベル

補足1-1：＜GCOM-C成果事例＞サクセスクライテリアの達成状況

*1 標準プロダクトは、ミッション目的の実現に対して特に重要で、ADEOS-IIなどの実績で実現性が十分確認されており、データの提供形態としても計画的な提供を行なうべきプロダクトを指す（研究利用機関・実利
用機関とGCOM委員会で協議の上決定した）。研究プロダクトは、開発や利用の面で研究段階にある、あるいは計画的な提供形態にそぐわないプロダクト。

*2 リリース基準精度: 気候変動解析に貢献しうるデータとしてリリースできる最低精度。
*3 GCOM-C1については、標準プロダクトの中でADEOS-II搭載GLIの標準プロダクトに相当するものの数（２０個）以上がリリース基準精度を達成することをミニマムサクセスとする。
*4 地表面観測の計画期間中（稼働期間中）に連続したデータを取得することを意味する。

達成
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 28⾴３.５ 衛星リモートセンシング

文科省委託事業
北極域研究加速プロジェクト
ArCS II （国立極地研究所、他）

文科省補助金事業
気候変動予測先端研究プログラム
SENTAN（海洋研究開発機構、他）

焼失地上部
バイオマス

焼失⾯積

エアロゾル
光学的厚さ

⽕災前
⽕災後

アルベド変化による
放射輝度の変化

漁業情報サービスセンター
（JAFIC）漁場把握

気象庁
高緯度の火山監視、他

海上保安庁
海域火山の監視、海洋状況把握システム（海しる）

海洋研究開発機構
海洋予測システム J-COPE DA

米国NOAA
CoastWatch
プログラム

政府系プラットフォーム

14の都道府県に
おける利用

GCOM-C「しきさい」衛星観測プロダクト
（全29 標準プロダクト、全14研究プロダクト）

補足1-2：＜GCOM-C成果事例＞政府系8機関等と14都道府県がしきさいデータを利用中

評定理由・根拠（補⾜）
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 29⾴３.５ 衛星リモートセンシング

三陸沖の海面水温の分布

アルゴリズム改良（Ver.2⇒Ver.3）によ
り、好漁場となる温度の境目も含めて
精度よく海面水温を導出できるように
なった

漁業情報サービスセンター（JAFIC）提供

2018年10⽉21⽇の
GCOM-C（しきさい）/SGLIによる⽔温と漁場
三⾓はサンマ漁場、丸はカツオ漁場

精度よく海面水温を導出できるよう
になったことにより、好漁場となる温
度の境目を示すことができて、漁業
関係者から喜ばれている

夜間：
RMSE = 0.40℃

日中：
RMSE = 0.43℃

現場観測データとGCOM-C衛星観測データの比較結果
横軸：ブイの観測値（NOAA提供）
縦軸：GCOM-C海面温度（SST)

全ての領域（約273K～305K）において
目標精度（0.6℃）より高い精度を実現。

Ver.2 Ver.3

今までの
実績では0.7℃

評定理由・根拠（補⾜）

補足1-3：＜GCOM-C成果事例＞ 漁場選択の効率化
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 30⾴３.５ 衛星リモートセンシング

①現状の課題 温暖化に伴い⽕災の増加が危惧されているが、既存モデ
ルでは、気候に対する⽕災の影響を⼗分に考慮できていない（IPCC AR6）
②SENTANへの参画 ⽕災発⽣（焼失⾯積の推定）から物質放出
（炭素、エアロゾル）、アルベド変化に⾄るまで包括的な観測・解析が可
能であることを⽰すことにより、JAMSTECの地球システムモデルにおける⽕
災プロセス改善・新規構築の⾒通しを得て、SENTAN参画に⾄った。

After（後期利⽤運⽤）
③地球システムモデルの⾼度化 左記の研究を発展・注⼒し、SENTANの林野⽕災モ
デルにおける発⽕から物質放出までのパラメータ設定をGCOM-C等の観測結果に基づい
て⾏うことで、⽕災の発⽣やその影響を組み込んだ地球システムモデルの開発・⾼度化に
貢献し、気候変動の予測精度向上を⽬指す。

地球システムモデル⾼度化
（JAMSTEC）

焼失⾯積

波⻑[μm]

放
射

輝
度

[W
/m

ଶ /
st
r/
μm

]

⽕災前
⽕災後

エアロゾル分布の
可視化や放射強
制⼒の推定

⽕災発⽣ 物質放出 アルベド変化

⽕災前後の植⽣
分布(NDVI)から
焼失⾯積を推定

アルベド（被覆）
変化による放射
強制⼒変化

エアロゾル
光学的厚さ

アルベド変化による
放射輝度の変化

評定理由・根拠（補⾜）

SENTANとの協働 Before（〜定常運⽤）

①参画の経緯とこれまでの活動成果 JAXAはこれまでGRENE北極事業
(FY2011-2015)、ArCS (FY2015-2019)において研究者単位で参加し、北半
球積雪分布変動解析や極域気候モデル開発、グリーンランド氷床質量収⽀
評価等を実施し、第6期IPCC報告書へ研究成果をインプットした。

グリーンランド氷床における現場観測

ArCS IIとの協働
②極域気候モデル・地球システムモデルの⾼度化 ArCS IIへの参画を通じて、 GCOM-C
等による⻑期観測結果に基づく極域環境実態把握等により、極域気候モデル・地球シス
テムモデルの⾼精度化を実現し、IPCCや北極圏監視評価プログラム報告書（AMAP 
Assessment）等の科学的根拠を創出をはじめとした気候変動予測精度改善などへの
貢献を⽬指す。

極域気候モデル⾼度化に
よるグリーンランド氷床
質量収⽀の⾼精度化
IPCC・AMAP等へのイ
ンプットに向けた科学的
根拠の創出

積雪・雲分布
積雪粒径
雪氷⾯温度
雪氷⾯アルベド
裸氷域分布
暗⾊域分布
融解域分布

極域気候モデル（NHM-SMAP）SGLI
SGLI
SGLI
SGLI
SGLI

AMSR
SGLI

これらの協働を通じて極域環境変動解明に向
けた研究コミュニティとの連携体制を構築し、
北極域研究加速プロジェクトArCS II
(FY2020-2024)において、研究者単位の研究
課題参加に加えてJAXAが研究基盤「地球観
測衛星」として参画するに⾄った。

Before（〜定常運⽤） After（後期利⽤運⽤）

補足1-4：＜GCOM-C成果事例＞SENTAN（主管機関：東京大学）、 ArCS II（代表機関：国立極地研究所）との協働
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 31⾴３.５ 衛星リモートセンシング

評定理由・根拠（補⾜）

補⾜２：防災・災害対応

アウトプット

概要

得られたアウトカム

・日本国内外で自然災害の発生時、協定や協力枠組みの防災ユーザからの要請に基づきALOS-2による緊急観測画像の提供を実施している。また、災害
発生時の衛星データ利用の促進を目的に、防災ユーザと連携した発災箇所やその状況を把握する技術を開発し、その利用効果の実証を行っている。
さらに、災害対応だけでなく、減災実現のための、宇宙技術を用いた災害前の減災・予防活動を防災ユーザや関係機関と連携して取り組んでいる。

・国内で発生した東北地方の令和4 (2022)年8月の大雨や西日本広域の台風14号15号による水害・土砂災害等の災害28件に対して、国土交通省及び地方
自治体等防災ユーザの要請に基づき緊急観測を行い、被害域情報を判読のうえ迅速に観測画像および被害情報を要請元に提供、防災ユーザでの詳細調
査計画立案の資料として活かされた。また、そのフィードバックを得て観測画像の有効性を評価した。

・防災ユーザからのニーズを汲み取り、緊急観測後に浸水被害域を自動で推定し、その情報を提供するサービスを構築した。これにより、従来は観測５時間
後を目安としていた被害情報の提供時間を、品質（精度）を維持しつつ２時間程度まで短縮化することを実現。2023年度の本格運用の開始に向けて、2022
年度は評価期間として試行運用を実施中。

・国土交通省港湾局とALOSシリーズを活用した防災活動に関する新規協定を締結。国交省港湾局が開催する「リモートセンシング技術による被災状況把握
高度化検討委員会」にて衛星利用方策について議論され※、「港湾分野における衛星データ利活用ガイドライン（案）」が整備された。

・国外の大規模災害発生時に、現地の防災機関からの要請による緊急観測を実施し災害対応活動を支援している。特にパキスタンの大規模洪水(2022年８
月）や、トルコ地震（2023年2月）では、センチネルジアの加盟機関と連携した緊急観測および被害情報を要請元だけでなく、被災国の活動を支援する国際
機関（国連食糧計画を含む複数の国連関係機関，世界銀行プロジェクト、現地のNGO等）から要望があり提供した。特にトルコ地震災害では情報提供の
Webサイトのアクセスは20万件近くとなった。

・国土交通省及び地方自治体からの要請に基づき緊急観測を行っていたところ、その有用性が認められ、国交省地方整備局及び岐阜・徳島・三重の地方自
治体等の防災ユーザが観測画像提供を受けて、防災ユーザ自ら土砂災害の被害情報の判読を行う体制構築（災害協定）の調整が開始された。また、国交
省（DiMAPS）に加えて、山口・岐阜・徳島・三重・新潟の地方自治体の防災システムとの連携が実現され、迅速な情報共有が可能となっている。

・浸水被害の自動解析システムのプロダクト提供について、内閣府防災の災害時情報集約支援チーム（ISUT)のシステムや国交省の総合被害情報システム（
DiMAPS)との連携を進めており、次年度の本格運用では、本省だけでなくエンドユーザ（地方整備局等）も含めたより多くのユーザへの利用に期待がされて
いる。

・センチネルアジアから提供された被害情報が現地の防災機関の災害対応活動だけでなく、支援に派遣された各国の緊急援助隊にも提供され、現地の活動
計画に活用された。

※国土交通省 プレスリリース(2022年1月7日）「リモートセンシング技術による被災状況把握高度化検討委員会」(第1回)を開催
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 32⾴３.５ 衛星リモートセンシング

令和４(2022)年8月の大雨における災害時において、国土交通省殿からの観測要請に伴う
ALOS-2の緊急観測画像より判読された土砂災害の推定箇所を参考として、現地調査に用い
られた。
（現地調査結果が数多く得られた災害事例）

補⾜２-1：＜防災・災害対応事例＞新潟県の⼟砂災害

ALOS-2の緊急観測範囲と抽出した土砂災害箇所 ALOS-2の緊急観測による判読された土砂災害箇所の航空機による現地調査

評定理由・根拠（補⾜）
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 33⾴３.５ 衛星リモートセンシング

評定理由・根拠（補⾜）

2023年2月6日トルコ大規模地震において，ALOS-2の緊急観測より提供された建物被害情報
（黄色及び赤色は被害を受けた可能性が高いことを示しており，赤色がより可能性が高いことを示している）

補⾜2-2：＜防災・災害対応事例＞トルコ⼤規模地震
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 34⾴３.５ 衛星リモートセンシング

評定理由・根拠（補⾜）

補⾜３：⽔循環シミュレーションシステム Today’s Earth（TE）

アウトプット

概要

得られたアウトカム

・ JAXAが東京⼤学と共同で開発している陸⾯⽔⽂量シミュレーションシステム Today’s Earth（TE）では、時々刻々と変化する気象状況に応じて、地表⾯や河川
の状態を数値計算から導き出し、その結果をデータや画像として提供している。全球版は空間解像度約50km（河川は25km）で、⽇本域版は空間解像度約
1kmで作成・公開している他、⻑期洪⽔予測の利⽤実証のため、⽇本版では30時間以上先までの予測を⾏い、その結果を共同研究相⼿先と共有している。

・TE全球版システムについて、世界各国の全球陸域シミュレーションの統合ポータルの⽴ち上げを⽬指す世界気象機関(WMO)のHydroSOSプロジェクトに参加。TE全球
50km版の成果がWMO出版「State of Global Water Resources 2021」に掲載。

・TE⽇本域1km版システムによる約30時間以上先までの予測データを地⽅⾃治体や⺠間企業での災害対応準備に役⽴てるため、51の地⽅⾃治体と2つの⺠間企業
（2023年3⽉現在）と利⽤実証中。⾃治体担当者変更に対応し、年に1回程度、利⽤説明会を開催、2022年度は6⽉に2回（同⼀内容）開催。

・上記以外に、JR東⽇本や、三井住友海上⽕災及びMS&ADインターリスク総研との共同研究（有償での契約締結、社会実装の実例として位置付け）において、
過去の顕著な⽔害事例でTE予測精度の初期的な検証を実施。各社共に来年度まで共同研究期間を延⻑、統計的な検証を⾏い、利⽤可能性を検討予定。

・JST未来社会創造事業（東京⼤学代表）の下で、⻑野県等と連携し、⻑時間洪⽔予測が可能になった際の⾃治体の対応や社会の変化を研究中。これらの成果
を中⼼としたシンポジウム「洪⽔が災害にならない社会の実現に向けて」（東⼤主催、JAXA・名⼤・あいおいニッセイ同和損保・⻑野県共催）を3/22に⻑野県で開
催。現地で約40名、オンラインで200名以上の参加があり、洪⽔予測の最新の研究成果から予測データの社会への役⽴て⽅に⾄るまで、活発な議論が⾏われた。

・TEに関係する2022年度の記事・報道は39件。JST未来創造事業の下での⻑野県の活動や、三井
住友海上⽕災等との防災減災に関する共同研究、世界的な旱魃の予測等、多岐にわたる。

・⽇本において洪⽔及び⼟砂災害の予報は、気象業務法に基づく気象庁以外への予報業務許可は
これまで実施されていなかった（※）。TE等による近年の⻑時間洪⽔予測技術の発展や成果がきっ
かけの⼀つとなり、予測情報公開に関する法制度の在り⽅に対して議論・検討が活発化し、現在、
最新技術に基づく予測⼿法の導⼊による洪⽔予測精度の向上を図るため、気象庁⻑官が予測技
術を審査する規定を追加する「気象業務法及び⽔防法の⼀部を改正する法律案」が第211回通常
国会に提出され、全会⼀致で可決成⽴した。

※気象業務法（昭和27年法律第165号）により、気象庁⻑官の許可が必要であるが、洪⽔及び⼟砂
災害の予報は、防災との関連が強いことに加えて、気象現象の予測だけでなくインフラの整備・運⽤状況
や、その時々の河川の状況や斜⾯の崩れやすさ等の様々な要因の影響を受けるため、⺠間気象事業者
等が技術的に適確な予測を⾏うことが困難であるとされ、予報業務許可は実施されてこなかった。

（気象庁報道発表資料より
https://www.jma.go.jp/jma/press/2302/24a/01_gaiyou.pdf）
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 35⾴３.５ 衛星リモートセンシング

＜ 地方自治体での利用実証 ＞

• 災害時の自治体対応準備に役立てるため、予測情報の
活用方法について51の自治体で利用実証中。

• 特に長野県とは、東大・あいおいニッセイ同和損保・名大
と共にJST未来社会創造事業において流域治水の実践に
向けて共同研究を実施中。その活動の中で、「30時間以

上前の洪水予測」が可能になった際の自治体の対応・社
会の変化を考えるワークショップを二回開催、2023/3/22
に長野県でシンポジウム「洪水が災害にならない社会の
実現に向けて」を開催。

＜ 民間企業との共同研究 ＞
①三井住友海上火災・MS&ADインターリスク総研（株）

【目的】自治体向けサービス提供に向けたTE精度評価
【成果】「指定河川洪水予報」と比較する枠組みを構築。TEのア
ラートは「氾濫危険情報」とよく対応することが分かった。

②JR東日本
【目的】自社の車両避難判断でのTE予測利用可能性検討
【成果】2019年台風19号事例では、TEJの予測は現行システムより
長時間先まで同程度の精度で危険性を把握できることを確認。

WSの様子

提供：三井住友海上火災

提供：JR東日本

TE‐Jのアラート数
（リードタイム毎）→

氾濫危険情報

氾濫発生情報

氾濫警戒情報

2019年台風19号の例

評定理由・根拠（補⾜）

補⾜3-1：＜⽔循環シミュレーションシステム＞ Today’sEarth-Japan利⽤の広がり
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 36⾴３.５ 衛星リモートセンシング

評定理由・根拠（補⾜）

＜参考1＞ 国内外の関係機関等への衛星データ提供数の推移（2023年3⽉末）
2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度2017年度2016年度2015年度2014年度2013年度2012年度衛星名

6 46920020000
MOS-1/MOS-1b（海洋観測

衛星「もも1号/もも1号b」）

640, 6396259,4132,69014,93785,58448,3672,655280722575
JERS-1

（地球資源衛星「ふよう1号」）

18 483312102317101900
ADEOS（地球観測プラットフォーム

技術衛星「みどり」）

225,067 189,989937200,115472,743377,039316,250359,374161,811109,632564,258
TRMM

（熱帯降⾬観測衛星）

1,352,289 4,468,0521,452,2021,110,2302,286,6783,744,3443,540,2263,424,6425,582,6701,643,5851,934,217
Aqua

（地球観測衛星）

112 3021330,47949,970633,192447,86482,40818,9782,322138,407
ADEOS-II

（環境観測技術衛星「みどりII」）

1,648 4762,65117,30648,05234,22332,52824,1883,26445,53937,947
MODIS

（中分解能撮像分光放射計）

9171,6714,3356,51810.68612,78518,06121,56736,05729,53436,469
ALOS

（陸域観測技術衛星「だいち」）

12,402 11,78912,31713,69812,639 11,73210,9448,4896,593--
ALOS-2

（陸域観測技術衛星「だいち2号」）

2,590, 036 16,356,65715,954,01914,234,37011,154,8842,404,8105,162,20718,094,4431,371,1969,314,8015,592,234
GOSAT（温室効果ガス観測技術

衛星「いぶき」）

16,937,422 15,585,06314,219,02913,737,4494,597,3079,381,1746,935,1006,153,6484,007,7173,379,886382,164
GCOM-W

（⽔循環変動観測衛星「しずく」）

1,772,789 1,170,4921,197,4631,505,856765,7182,388,0783,318,336881,709451,347--
GPM

（全球降⽔観測計画）

27,510,943 19,477,93817,607,33719,285,587245,023------
GCOM-C

（気候変動観測衛星「しきさい」）
51,044,288 57,251,04550,447,63850,130,62119,646,02819,061,23119,818,97229,045,34311,633,33914,526,0218,686,271合計
588%659%581%577%226%219%228%334%134%167%100%2012年度⽐増加率

※ JAXA衛星/搭載センサのプロダクト提供を集計(協⼒機関向け提供を含み、JAXA内部利⽤を含まず)。
※GOSATとALOS-2以外の衛星については、JAXAの「地球観測衛星データ提供システム」（G-portal）経由でユーザがダウンロードする形態でデータ提供した数をカウント。
※GOSATについては、国⽴研究開発法⼈環境研究所やJAXAと協定を締結している研究機関への提供シーン数をカウントしている（⼀般へのデータ配布は環境研が実施）。
※ALOS-2については請負契約にて運⽤を委託している業者によりJAXAの共同研究機関や防災関連機関等に提供（無償・実費）したシーン数をカウントしている。
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Ⅲ.３. 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 37⾴３.５ 衛星リモートセンシング

財務及び⼈員に関する情報（※2）

2024202320222021202020192018年度
項⽬

25,332,55828,005,42129,425,09616,334,61027,580,952予算額 (千円)

29,019,70635,047,44524,952,56621,245,48727,852,134決算額 (千円)

ーーーーー経常費⽤ (千円)

ーーーーー経常利益 (千円)

ーーーーー⾏政コスト (千円) (※1)

196190185189191従事⼈員数 (⼈)

(※1) 「独⽴⾏政法⼈会計基準」及び「独⽴⾏政法⼈会計基準注解」の改訂(平成30年9⽉改定)に伴い、2018年度は「⾏政サービス実施コスト」、2019年度以降は「⾏政コスト」
の⾦額を記載。

主な参考指標情報

2024202320222021202020192018年度
項⽬

51,044,288シーン
※

57,251,045シーン50,447,638シーン50,130,621シーン19,664, 945シーン国内外の関係機関等への
衛星データ提供数

(※2) 予算額、決算額、従事⼈員数は、それぞれ「Ⅲ.3.2 海洋状況把握・早期警戒機能等」 と「Ⅲ.3.5 衛星リモートセンシング」との合計数。

※ 衛星毎の内訳等については、本項「評定理由・根拠（補⾜）＜参考1＞」を参照。
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